
市長公室　令和６年度　局運営方針

１　主な現状と課題

（１）市長・副市長の活動支援

（２）市への信頼感・共有感を高める情報発信

　市民意識が成熟し、市民の行政ニーズが複雑・多様化する中で、情報発信・受
信による市民との良好な関係づくりが重要性を増しています。
　このような状況において、市政に対する市民の信頼感・共有感を高めるために
は、効果的な市政情報の発信と的確な市民ニーズの把握が必要となります。
　また、物価高の状況をはじめ、依然として先行きを見通すことが困難な社会情
勢の中、国の動向等の情報を速やかに把握することが必要となります。

　市長が市を代表して行う活動を支援するとともに、市長・副市長のトップマネ
ジメントを適切にサポートする必要があります。

　市への信頼感・共有感を高めるためには、市民に分かりやすく情報を伝えると
ともに、市の情報への関心・共感を高めていく必要があります。また、多様化す
る情報発信媒体を効果的に活用し、市民が必要とする情報を迅速かつ確実に伝え
ることが、ますます重要になっています。

情報発信媒体(ＳＮＳ)の登録者数の推移

さいたま市ホームページアクセス数の推移

［単位：件］

［単位：件］

※さいたま市公式ホームページ（ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｃｉｔｙ．ｓａｉｔａｍａ．ｌｇ．ｊｐ／）配下のページ
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（３）市民ニーズの把握

　市民と市との間で情報や問題意識を共有し、市政に対する市民の信頼感を醸成
するためには、多様化する市民ニーズを的確にとらえる必要があります。
　令和5年度の市民意識調査における市民から見た「住みやすさ」は86.6％、「定
住意向」は85.2％で、ともに高い水準を維持しています。

　また、市民ニーズを的確にとらえるためには、必要な時には市政に対する意見
を言える機会があることが広く市民に認知されている必要があります。
　さらには、市長への提案制度「わたしの提案」をはじめ様々な機会を通じ、市
民の声が寄せられており、これらを効果的に集約し、庁内に情報提供していく必
要があります。

［住みやすさと定住意向の推移］

［寄せられた市民の声の推移］
［単位：件］
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＊ 平成19年～令和5年度実施「さいたま市民意識調査」（さいたま市民が対象）
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（４）市政に関連する情報の収集・提供及び市の魅力のＰＲ

　市の政策立案、施策・事業の推進及び市政の発展に寄与するため、省庁、指定
都市東京事務所等の関係機関との連絡調整を密に行うことにより、市政運営に有
益な情報を収集し、速やかに庁内へ情報提供を行う必要があります。
　また、都内から市に観光客等を呼び込むため、都内における市の魅力の発信に
も一層取り組むことが求められています。
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２　基本方針・区分別主要事業

（１）市長・副市長の活動支援
*( )内は一般財源 （単位：千円）

1 秘書事務事業 9,148 10,780 Ⅱ-9
〔秘書課〕 (9,148) (10,780)

2 表彰事業 5,443 3,827 Ⅱ-9
〔秘書課〕 (5,443) (3,827)

3 市長交際費 2,000 2,000 Ⅱ-9
〔秘書課〕 (2,000) (2,000)

（２）市への信頼感・共有感の向上を図る情報発信
*( )内は一般財源 （単位：千円）

4 市報さいたまの発行 294,325 270,426 Ⅱ-9
〔広報課〕 (272,242) (252,045)

5 市公式ホームページの運用 16,645 27,772 Ⅱ-9
〔広報課〕 (13,557) (25,000)

6 テレビ広報番組の制作 29,040 27,720 Ⅱ-9
〔広報課〕 (29,040) (27,720)

7 総振 ＳＮＳによる情報発信 1,084 4,008 Ⅱ-9
〔広報課〕 (1,084) (2,085)

令和６年度 令和５年度 説明

　市長・副市長のトップマネジメントをサポートします。
　市民に分かりやすく、効果的に情報を伝えることで、施策や事業に対する市民の関心・共感を高めます。
　広く市民の声を聴取し、市民参加の市政を推進します。また、市民の声を集約し、傾向等を分析して市政への反映
に資する情報として取りまとめるとともに、広聴事業の周知に努めます。
　省庁等、関係機関との連絡調整を行い、効果的・積極的に市政に関する情報の収集・提供を行うとともに、市の魅
力の発信に取り組みます。

市長・副市長のトップマネジメントをサポート
し、随行業務・日程管理等を効率的に実施しま
す。

市政の振興発展に尽力いただき、顕著な功績の
あった方々を表彰します。

市長が市を代表して行う外部との交渉に要する
経費として支出します。

市の施策や行事等の市政情報を掲載する広報紙
を編集し、毎月1日に発行して、全世帯に配布し
ます。

ホームページで市の施策や事業に関する情報等
を発信します。

テレビ広報番組「のびのびシティさいたま市」
を制作し、テレビ埼玉で放送するとともに、過
去放送分をインターネットで動画配信します。

区分
事業名

〔事業所管課〕
№

令和５年度令和６年度
事業名

〔事業所管課〕
区分№

掲 載
ページ

掲 載
ページ

説明

Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）、ＬＩＮＥなどの広報
媒体を活用し、多くの方に市政情報を発信しま
す。

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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*( )内は一般財源 （単位：千円）

8 定例記者会見の情報発信 5,186 5,831 Ⅱ-9
〔広報課〕 (5,186) (5,831)

（３）市民ニーズの把握
*( )内は一般財源 （単位：千円）

9 総振 6,747 58,862 Ⅱ-10
(6,747) (58,862)

〔広聴課〕

10 総振 タウンミーティングの開催 1,076 1,222 Ⅱ-10
〔広聴課〕 (1,076) (1,222)

11 総振 市民意識調査の実施 6,827 6,921 Ⅱ-10
〔広聴課〕 (6,827) (6,921)

12 127,013 127,012 Ⅱ-10
(127,013) (127,012)

〔広聴課〕

（４）市政に関連する情報の収集・提供及び市の魅力のＰＲ
*( )内は一般財源 （単位：千円）

13 1,330 1,370 Ⅱ-11
(1,330) (1,370)

〔東京事務所〕

14 2,076 2,178 Ⅱ-11
(2,076) (2,178)

〔東京事務所〕

市の魅力のＰＲなど市政の
情報発信

市民の声データベースシス
テムの運用

市民サービスの向上を図るため、本庁及び区役
所代表電話を含めた市民からの電話、ＦＡＸ、
電子メールの問合せに回答・取次ぎ等を行うさ
いたまコールセンターを運営します。

省庁、指定都市東京事務所等の関係機関との連
絡調整を行い、市政運営に有益な情報・資料を
収集して所管課に提供します。

市民の声を集約して庁内で共有し、対応の迅速
化、見える化を進め、傾向等を分析し、市政へ
の反映に資する情報として提供します。

市民と市長が直接対話する機会として開催し、
参加者は公募に加え、無作為抽出の手法を取り
入れた「市民の声モニター」制度を活用しま
す。

№ 区分
事業名

〔事業所管課〕

№ 区分
事業名

〔事業所管課〕
令和６年度 令和５年度

市長の記者会見について広く市民などの視聴に
供するため、インターネットによるライブ中
継・録画配信等を行います。

説明
掲 載
ページ

№ 区分
事業名

〔事業所管課〕
令和６年度 令和５年度

東京の立地を生かし、関係する所管課と連携を
図りながら、市の魅力や市政に関連する情報を
発信します。

省庁等からの情報の収集及
び連絡調整

説明
掲 載
ページ

説明
掲 載
ページ

さいたまコールセンターの
運営

令和６年度 令和５年度

市政に関する市民意識を把握し、施策の立案・
実施等の基礎資料として活用するため、郵送及
びインターネットによるアンケート調査を行い
ます。

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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３　脱炭素化に資する主な取組一覧

課名等 事業名 取組の内容
二酸化炭素

削減量

秘書課
会議等のペーパーレ
ス化

会議等をペーパーレスで実施することにより、温室効果ガス
の削減に努めます。

55.7

広報課
広報媒体における脱
炭素の呼びかけ

市報、ホームページ、ＳＮＳ等にて脱炭素に関する内容を周
知することで、市民の行動変容を促すことにより、温室効果
ガスの削減に努めます。

33.6

広聴課 紙使用量削減の実施
チラシを一部電子データで配布する等により、温室効果ガス
の削減に努めます。

63.1

広聴課
広聴事業における脱
炭素の呼びかけ

脱炭素に関連する内容をわたしの提案、子どもの提案、パブ
リックコメント等の各封筒へ印刷することやタウンミーティ
ング開催会場内に掲示することで、提案者や参加者の行動変
容を促すことにより、温室効果ガスの削減に努めます。

112.9

東京事務所 節電の実施
執務室内において、節電を実施することにより、温室効果ガ
スの削減に努めます。

41.3

（単位：kg-CO2）
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４　見直し事業一覧
（単位：千円）

事務事業名 主な事業 見直しの理由及び内容 見直し額

秘書事務事業 秘書事務事業
紙の削減等を推進し、ＯＡ消耗品の使用量などを見直し、予
算額を縮小する。

△ 97

広報事業
定例記者会見の情報
発信

過去の契約実績や業務実績を踏まえ、予算額を縮小する。 △ 645

広聴事業
市民の声データベー
スシステムの運用

システム運用保守の内容変更、プリンタートナー及びドラム
ユニットの実績を考慮した個数見直しのため、予算額を縮小
する。

△ 25,259

広聴事業
タウンミーティング
の開催

タウンミーティング託児利用回数及びチラシ作成部数見直し
のため、予算額を縮小する。

△ 146

広聴事業 市民意識調査の実施 実績ベースで見直したため、予算額を縮小する。 △ 94

広聴事業
パブリック・コメン
ト手続の支援

封筒の作成方法を見直したため、予算額を縮小する。 △ 51

コールセンター運営
事業

さいたまコールセン
ターの周知

チラシの作成部数を見直したため、予算額を縮小する。 △ 91

東京事務所管理運営
事業

省庁等からの情報の
収集及び連絡調整

過去の実績に基づき、コピー機使用料について予算額を縮小
する。

△ 40

東京事務所管理運営
事業

市の魅力のＰＲなど
市政の情報発信

過去の実績に基づき、旅費及び消耗品について予算額を縮小
する。

△ 102

東京事務所管理運営
事業

事務所の維持管理
過去の実績に基づき、固定電話・ＦＡＸ・携帯電話の通話料
及び郵便料について予算額を縮小する。

△ 34
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